
 

 

 

令和８年度 横浜市中小企業融資 

短期特別経営⽀援資⾦ 
 

 

 
 
中東情勢等の影響により原材料価格の高騰や物流の停滞などの影響を受け、資⾦繰りが困難な状況
にある市内の中小・小規模事業者に短期資⾦としてご利⽤いただけます。  

融 資 対 象 者 

次のいずれかに該当する事業者 
１ 中東情勢等の影響を受け、次の（１）〜（３）のいずれかに該当する事業者 

（１） 最近１か⽉間※の売上高が直近３年のいずれかの年の同⽉の売上高と⽐較して５％
以上減少している 

（２） 最近１か⽉間※の粗利率（売上高総利益率）⼜は売上高営業利益率が直近３年のい
ずれかの年の同⽉若しくは直近決算、前期⼜は前々期より５％以上減少している 

（３） 直近決算の粗利率（売上高総利益率）⼜は売上高営業利益率が直近決算前期、前々
期若しくは前々々期より５％以上減少している 

※最近１か⽉とは、申込書類記入⽉の前⽉、前々⽉⼜は前々々⽉です。 
２ セーフティネット保証 5 号の認定を受けた 

資 ⾦ 使 途 運転資⾦ 
融 資 額 8,000 万円以内 

利 率 固定⾦利 １年以内 年 1.3％以内 
     ３年以内 年 1.6％以内 

融 資 期 間 ３年以内  

据 置 期 間 12 か⽉以内 

信 ⽤ 保 証 料 
助 成 内 容 

0.6％助成 
 
【宣言割※】上記に加え、0.1％助成 

※横浜市の「脱炭素取組宣言」を⾏った⽅が適⽤できます。 

上記助成後の 
保 証 料 率 

【宣言割適⽤】 0.00%〜1.20% 
【宣言割なし】 0.00%〜1.30% 

必 要 書 類 

融資対象者１  ︓売上高減少要件確認書、売上高総利益率減少要件確認書、 
⼜は売上高営業利益率減少要件確認書 

融資対象者２  ︓セーフティネット保証第５号認定書 

【宣言割を適⽤する場合】 
「脱炭素取組宣言 確認書」⼜は「脱炭素取組宣言 宣言書」の写し 

※ご利⽤にあたっては取扱⾦融機関及び横浜市信⽤保証協会の審査があります。審査の結果、ご希望に添えない場合があります。 

お問合せ先 横浜市経済局⾦融課 ☎045-671-2592 

令和８年６月１⽇発⾏ 

脱炭素取組宣言 

中東情勢に 
対応 

信⽤保証料 
最大 0.７%助成 

保証料率 
0.0％〜1.3％ 


